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第 11 回滋賀県自治創造会議での議論概要

１．日 時 平成 24年 2月 14 日(火) 14 時～16 時 50 分

２．場 所 湖南広域消防局 北消防署（守山市コミュニティ防災センター）

３．出席者 知事、17市町長(欠席…甲良町長、多賀町長)

[説明員] テーマに関係する県の部長

（総務部長、琵琶湖環境部長、商工観光労働部長、土木交通部長）

４．概 要

（１）滋賀県流域治水基本方針の策定について

【知事提案概要】

○ 私は、これまで水害被害者の調査を多数実施してきた。水害から命を守るためには、も

っと過去の履歴を知り、最悪の事態に備えなければならないと思い、流域治水政策を 5 年

間準備してきた。

○ 目的は、まず、どのような洪水にあっても、命が失われることを避けること。次に、床

上浸水などの生活再建が困難となる被害を避けること。そのためには、川の中の対策だけ

でなく、川の外の対策を総合的に実施する必要があると考えている。

【野洲市長提案概要】

○ 土地利用規制等については、都市計画法令で制度化されているものをあえて条例で定め

る必要があるのか。

○ ダムも含めて旧来の治水対策を抜本的に変えるのが流域治水だと思っていたが、「河川整

備計画は所与の条件」と記載されており、この方針から除外されている。

【守山市長提案概要】

○ 土地利用や建築の規制の代替措置を明確にすべき。建築規制について県はガイドライン

を提示するにとどめ、規制は市町が行うという仕組みを検討すべき。

【知事発言概要】

○ 川の中の対策が手薄になることはなく、県としては、責任をもって河川整備に取り組む。

来年度予算案においても河川整備費は増額している。

○ 規制にかかる代替措置としての助成については、今後、条例化を進める中で、具体的に

相談させていただきたい。

【市町長発言概要】

○ 河川整備が何故、「所与の条件」なのか。当初、流域治水は、ダムも堤防も全て盛り込ん

だ総合的な治水対策だというふれこみだったのではなかったか。

○ 市民の生活、命を守るのは、市長の基本的な任務だと思っている。県が条例で、全県一

律に規制をかけるというのは、地方分権の時代に果たしてなじむのか。

○ 規制の代替措置である助成について制度概要を一定示さないと、対象地域の住民に説明

できない。

○ 川の中の対策がおろそかになるのではないか不安を持っていたが、県は厳しい財政状況
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の中で河川整備の予算を上積みした。一定の覚悟を示したと評価している。

【知事発言概要】

○ 規制については、既存の法令、通達（技術的助言）を活用する。新たな規制ではない。

○ 条例素案については、次の段階で提示させていただきたい。

○ 条例には助成制度もできる限り書き込みたいと思っており、今後、議論させていただき

たい。

（２）県と市町の協議のあり方について

【近江八幡市長提案概要】

○ 基礎自治体に影響を及ぼすような県政策の企画立案、実施については、知事は、まず、

地方四団体（市長会、町村会、市議会議長会、町村議会議長会）の代表者と協議を行って

いただきたい。

【湖南市長提案概要】

○ 自治創造会議の運営の見直しを皆さんに御議論いただきたい。

【市町長発言概要】

○ 自治創造会議を充実しようという湖南市長案に賛成。調整会議（副知事・副市町長会議）

を活用し、議題・テーマについては事務方で十分なすり合わせをしていただきたい。

○ 近江八幡市長案の趣旨は理解できるが、条例化となると大変な部分もあり、保留する。

まずは、自治創造会議を充実させるべきではないか。

○ 近江八幡市長案では、市町議会の代表者も入るとのことだが、そのことについては十分

検討する必要がある。

○ 各市町の利害が違う中、議論をして、一定の方向性を出すのは可能だと思うが、合意ま

で至るのは現実的に難しいのではないか。

【知事発言概要】

○ 市民、町民、県民のためにより良い行政サービスをできるだけスピーディにタイムリー

にという思いは私も市町長と同じ。もっと市町長の御意見を聞かせていただきたい。

（３）再生可能エネルギー政策の推進について

【守山市長提案概要】

○ 来年度、県では、再生可能エネルギーの導入を支援する戦略プランの策定を予定してい

ると聞いている。太陽光発電システムのさらなる拡大に向け、引き続き県としての支援策

を講じるとともに、再生可能エネルギーの活用だけでなく、産業振興、雇用促進へと波及

するような戦略的プランとなるよう市町と協議を進めていただきたい。

【知事発言概要】

○ 県の考えている再生可能エネルギー導入戦略には、いずれ枯渇するであろう化石燃料へ

の依存度を下げること、産業振興、雇用創出により地域経済の活性化につなげること、地

産地消型の分散型エネルギー構造をつくり、結果として災害時の安心につなげることの３
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つの目的がある。

○ 県としては、全体として一貫性のある政策にしていきたいと思っているので、是非、市

町に協力いただきたい。

【市町長発言概要】

○ 当市では、太陽光発電に力を入れているところ。来年度は、自治会館への太陽光発電導

入や耐震化に注力する予定。

○ 県の施策を活用して、産業振興等を図っていければと思う。

以 上


